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「国立大学法人法」改正案における学長選考のあり方への見解 
2021 年 4 月 14 日 
全国大学高専教職員組合中央執行委員会 

 

１．国立大学は国民の負託に応える研究教育機関として発展していかなければなりません。

そのために必要な国立大学法人のガバナンスを考える上で、大学運営が学問の自由に立脚

した教職員の自治的参加に基づくことが重要だと私たちは考えます。その意味で、知の共同

体としての大学運営に責任を負う学長の選考、そして学長に対する「牽制機能」の発揮にお

いて、大学の自治の担い手としての教職員が積極的な役割を果たすことが欠かせません。こ

れらの観点から、近年進められてきた「学校教育法」改定による教授会の形骸化、学部長な

どの任免権を含めた学長への権限集中、そして学長選考会議の不透明な運営などに、現在の

問題の真の原因があると私たちは考えます。 

 

２．今国会で「国立大学法人法の一部を改正する法律案」が提出され、その中で学長選考会

議を「学長選考・監察会議」に改編するとともに、監事の権限強化によって、学長に対する

牽制機能の強化が予定されています。 

その内容は、（１）少なくとも監事のうち１名は常勤とし１、監事が「学長に不正行為や法

令違反等があると認める」ときは、学長選考・監察会議などに報告すること２、（２）監事か

ら上記報告を受けた際、または「学長の解任要件に該当するおそれがあると認める」際に、

学長選考・監察会議が「学長に職務の執行状況について報告を求める」権限を与え３、（３）

学長選考・監察会議の委員に学長を加えることを禁じ４、なおかつ（４）理事は教育研究評

議会において選出された場合のみ委員になることを認める５とするものです。 

 

３．上記の提案は、現在、学長選考会議委員に経営協議会と教育研究評議会からそれぞれ同

数が選出される上に、学長と理事が学長選考会議委員の３分の１までを占めることができ

るという、現職の学長に優位な学長選考会議の委員構成を改め、なおかつ学長権限の不正常

な行使に対して監事と学長選考会議の牽制機能を強めようとするものです。これらは、学長

選考会議に対する学長の影響力が高まる中で学長選考手続が形骸化し、それにともなって

学長権限が肥大化し、不正常な運営の大学が増えている、という事態への対応を図るものと

思われます（近年の国立大学では、不透明な手続きによる学長任期の延長や学長候補者の絞

り込み、教職員の意向投票の結果を無視した形での学長候補決定、などの事例が頻発してい

ます）。 

 

４．しかしながら上記の改正案も「牽制機能」を強化するとしつつ、学外者が半数を占める

学長選考・監察会議と監事の権限強化だけが図られ、学内からの健全な意見表明に基づく大

学運営という観点を全く欠いています。学長選考・監察会議による牽制機能だけではなく、

学長および学長選考・監察会議に関する情報開示やリコールの制度化など、教職員による牽

制機能の確立が必要です。さらには教授会を基盤としつつ広く大学の構成員が参加する大

学運営の実現を含めた、大学自治に基づく牽制機能の強化こそが必要であると考えます。 
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注： 
１ 新設された規定。 
２ 従来は単に「学長に報告するとともに、文部科学大臣に報告しなければならない」とさ

れていたところを、改正案では法令違反又は不正行為のあった役員が学長である場合に

は、「学長及び（略）学長選考・監察会議に報告するとともに、文部科学大臣に報告しな

ければならない」としている。 
３ 新設された規定。 
４ 従来は、学内外同数の委員に加え、「学長選考会議の定めるところにより、学長又は理

事を学長選考会議の委員に加えることができる。ただし、その数は、学長選考会議の委員

の総数の３分の１を超えてはならない」と規定されており、学長が委員となることができ

た。 
５ 従来は前注のとおり、理事も学内外委員の外数として委員となることができる規定であ

ったところ、理事が委員となることができるのは教育研究評議会から選出された学内委員

となる場合に限ることとしている。 

                                                  


